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値決め手法  
▼   ■■「  

吉村哲郎  日本経済新聞社編集局商品部次長  

、こ、て・  

濾済のデが塞が長期化噸聖  わけです。   

こうしたいわば、もたれ合いの構図は、低  

成長時代やデフレ下では存在意義を失います。   

石油業界では4月、最大手の日石三菱が後  

決め方式と表裏一体といえる従来のコスト積  

み上げ方式を放棄、末端価格や国際価格を考  

慮に入れた新しい卸価格算定方式を導入しま  

した。石化業界でも塩ヒ笥即旨などの分野で「後  

決め」から「期中決め」への移行が進んでい  

ます。   

日石三菱の値決め方式は完全浸透には至り  

ませんでしたが、もはや系列とはいえ特約店  

の赤字を補てんしている余裕はない状況にま  

で追いつめられているのです。後決めとの決  

別は、メーカー側の危機感の裏返しといって  

もいいでしょう。   

同様の理由から減少している値決め方式と  

して、鉄鋼業界などに見られる「販売奨励金」  

があります。高炉各社は総合商社の販売を支  

援する目的から通常の口銭とは別に「販売奨  

励金」を支払っていましたが、グローバル競  

争にさらされている高炉業界はリストラの真  

っただ中で、従来にも増してコスト削減姿勢  

を強めるようになっています。この⊥環とし  

て「販売奨励金」の廃止に踏み切る高炉が増  

えています。   

実際、ある総合商社の担当者は「5年前に  

1トン600円あった販売奨励金が現在はゼ  

にき，まLざまな変革の波が押ヒ寄ぜ塞   

ユニクロ現象や外食チェーンの特価セール  

に代表される末端での安売り、後を絶たない  

企業再編、諸外国からの輸入攻勢といった諸  

現象は産業界にデフレ化に対応した体質転換  

を迫っており、その象徴が従来から続いてき  

た値決め方式の崩壊にあるといってもよいで  

しょう。  

一▲■L   

日本の産業界で特異な値決め方式といえば、  

「事後調整」、「後決め方式」にとどめをさすと  

いっても過言ではありません。   

「事後調整」はメーカーが系列特約店など  

にモノを卸す際、仮の卸価格を設定しておき、  

実際に特約店が販売し7こ価格に応じて卸価格  

を後になって下げるというものです。「後決め  

方式」は価格を納入後に決めるものです。事  

後調整は石油、後決めは石油化学業界などに  

顕著で、定着したのは高度経済成長時代とさ  

れます。   

経済が右肩上がりの当時はシェア拡大が最  

優先課題。別会社とはいえ、系列特約店はメ  

ーカーの販売部門と位置付けられ、安売りで  

赤字を計上してもシェアという鼠をとってく  

る特約店はメーカーにとってはよい猫だった  
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ロ」と証言しており、こうした手数料収入の  

減少が、相次ぐ総合商社の鉄鋼部門再編の引  

き金になった面も無視できません。  

一   

日本ではお客様への過剰ともいえるサービ  

スが美徳とされ、その風潮は産業界も例外で  

はありませんでした。   

慢性的な供給過剰体質や強固な系列の存在  

もあり、メーカーはユーザーに対して品ぞろ  

えや納期など、多くの面でコスト高につなが  

りかねない過剰サービスを続けてきたのです。  

デフレで採算悪化に苦しむ産業界にこのサー  

ビスを見直そうという機運が生じてきたのも  

当然でしょう。   

ガラス業界では2年前まで運送料は販売側  

の負担でしたが、旭硝子などが音頭をとって  

商慣行の変更に取り組み、現在では運送料は  

ユーザー側の負担に変わっています。   

グレード数削減の取り組みは石化業界など  

に見られます。・汎用樹脂のポリプロピレンを  

例にとりますと、ユーザーの細かな要望にこ  

たえてきた結果、バブル期には業界全体で  

6，000超のグレードがあったといわれていま  

す。   

これは欧米に比べ10倍から20倍という数  

で、産業界のコストを圧迫していました。デ  

フレに苦しめられ、石化業界は改めてこの無  

駄に気付いたわけです。   

このほか、大日本印刷や凸版印刷などコン  

バーター業界がこれまで無料ガった包装材の  

デザイン料々ユーザーから徴収しようと動き  

始めているほか、高機醐酬旨業界の間ではユ  

ーザーに技術角翻干葉を負担してもらおうとい  

う動きも見られます。   

これらに共通するのは、安易にサービス料  

新値決めはうまくいかなかったが……  
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4月」日、日本経済新聞朝刊企総面より   

を負担していては生き残れないという危機感  

です。  ．し  

一一■■   

拡大‾9   

1■■■r  

値決め手法の変更は必然的にメーカーとユ  
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「会社と会社」、H国人と個人」といった従来の  

つながりは意味を持たなくなってきているの  

です。   

デフレ、取引のハイテク化などによっても  

たらされる値決め方式の変更－－－－－－－－－－1産業界は  

いま、旧来の業界秩序の破壊と新秩序の創造  

という岐路に立たされているといってよいで  

しょう。  

カ
ル
ロ
ス
・
ゴ
ー
ン
氏
 
 

素材の主なネット取引  

■芽面ユ担形歩闇   

（三井物産、三菱商事など大手．＿  

繭／  

材 
←∵  

（阪和興業、2000年10月）   

て：友一「て毒   

e－OSN   

チ  （三井物産、三菱商事など大手商   

サ二三【  社）  

ベイツボ・ドット・コム  

（日商岩井など、2000年6月）  

一丁i－  

譲、ヨ  
1  

5月）  

オープンマーケット  

T、  

束  ランバーネット   

ヤ  （ニチメン、99年7月）   

チップワンストップ   

（日商岩井、カロ賀電子など、2001年  

4月）   

半導体市場  

（ポータル、2001年4月）  

牒頼  

（ピーピー工レ・ドットコム、99年  

2月）  

セミコンポータル・ドットコム  

（≡菱商事など2001年2月）   

（注）ォら七如よ運営・参加企袈ニ開始感知 

ーザーと甲緊張を高める結果を生みますが、  

ある程度、それを承知のうえでメーカー側は  

採算重視の姿勢を強めているように見受けら  

れます。   

メーカーに不退転ともいえる決意を固めさ  

せた1つのきっかけは、カルロス・ゴーン氏  

率いる日産自動車が1999年秋に公表した経  

営再建策ではなかったでしょうか。   

同社再建策の柱は鐘釆からの「系列」の枠  

を超え、コストの安い調達先に絞り込むとい  

うもので、トヨタ自動車、松下電器産業など  

も追随しました。   

お得意様と思っていた系列ユーザーから覚  

悟を迫られた以上、メーカーとしても「甘え」  

の意識を捨てて自立への逼をひた走るしかな  

い状況に追い込まれているのです。   

同様に、急拡大するネット取引も産業界に  

値決め方式の変更を迫る大きな要因になって  

います。経済産業省の調べでは、2000年の企  

業間の電子商取引（BtoB）の市蓼規模は21兆  

6，000億円に達しています。   

そこで重視されるのはあくまで価格であり、  5月】0日、日本経済新聞朝刊商品面より  
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